
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省エネ実践 

介護施設 

『省エネ術のすすめ』 

安全環境部環境政策課 

福井県 
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● 地球温暖化問題 

産業革命以降、石油などの化石燃料の大量消費により、世界の平均温度は 1880 年から 2012 年の

約 130 年間で 0.85℃上昇しました。このままでは、2100 年には最大 4.8℃上昇するとされています。

（平成 26 年：IPCC 第 5 次評価報告書） 

そのような中で COP21 がパリで開かれ、すべての国が 2050 年までに２℃に抑えることを目標とし、でき

れば 1.5℃以内に抑制することを目標としています。（平成 27 年：パリ協定） 

また、温暖化に伴う気温上昇が、早ければ 2030 年に 1.5℃に達し、自然災害の頻発や生態系への

影響など深刻な影響が出ると警告されています。（平成 30 年：IPCC1.5℃特別報告書） 

● 福井県の将来 

福井県では、すでに 1897 年から 2017 年で 1.5℃上昇しており、このままいけば 21 世紀末（2076

年から 2095 年）には平均気温が約４℃上昇し、そのほかにも猛暑日が約 40 日増加する、滝のように

降る雨の回数が増加するなど、異常気象が懸念されています。 

（新潟地方気象台 HP より http://www.jma-net.go.jp/niigata/menu/bousai/warming.shtml） 

 

● 省エネルギーの実践 

このような中福井県では、平成 30 年 3 月に策定した「福井県環境基本計画」に基づき、2013 年に

比べて 2030 年に 28％の温室効果ガスの削減目標を設定しており、その一環として産業・業務部門の中

小企業の皆様の省エネルギー対策を進めていく必要があります。 

業種ごとに省エネ実践の事例をまとめたこの冊子を、皆様が活用していただくことで、エネルギー消費量の

削減につながることを目的としております。 

 異常気象はなぜ起こる？ 

 原因の一つは地球温暖化です。温暖化は温室効

果ガスによって引き起こされ、中でも排出量の多い二

酸化炭素が大きく作用しています。 

 

【右図】温室効果ガスと地球温暖化メカニズム 

 全国地球温暖化防止活動推進センターWeb より 

（https://www.jccca.org/chart/chart01_01.html） 
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● コストや労力の削減につながります 

日常業務を省エネの観点から見つめ直

すことにより、設備運用の改善課題が見

つかったとか、燃料や材料をムダに使ってい

たなど、いろいろな発見ができ、これらの改

善に取り組むことで事業コストや労働時

間等の削減につなげることができます。 

● 従業員の意識改革や組織の活性

化につながります 

省エネを施設共通の課題と捉え、取り

組むことにより、コスト意識や業務改善意

識など、従業員の意識改革が促されま

す。また、一丸となって取り組むという職場

活性化の源にもなります。 

● 施設のイメージが向上します 

近年の社会貢献や環境保全の活動に

対する事業者の姿勢が問われる時代で

は、省エネを積極的に実践していることは、

事業者の社会的評価を高めることにつな

がります。ユニークで先進的な取組みを進

めることにより、さらに施設のイメージが向

上します。 

～ 4 コマ漫画 「省エネ大作戦！ 介護施設編」 ～ 

１ はじめに     １ページ 

２ 介護施設のエネルギー事情   ３ページ 

３ 省エネを「知る」ことから始めましょう  １1 ページ 

４ スモールスタートで実践   ３3 ページ 

５ 始めよう省エネ術   ３5 ページ 

本書の構成 
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●介護施設は 24 時間居住し続けることなど、「共同住宅」的機能があり

ます。また、施設の用途的には「ホテル」に近く、若干の医療行為も行

われます。 

●高齢者は、どちらかというと高めの温度の生活空間を好みます。また、

空調の風が直接肌に当たるのを嫌う人が多いので、吹き出しの風向調

整に配慮する必要があります。 

●心身が要介護状態であれば、自分自身で空調・照明の管理ができな

いので管理室等での集中コントロールが必要となります。 

介護施設特有の機能や

入所者の快適性を考えた

省エネ対策が必要です。 

資料：2018 年度省エネ診断施設の計測結果より 

福井県の介護施設の

整備状況は、全国トッ

プクラス 

●要介護認定者に対する施設整備率（平成29年度、福井県、全国）

施設整備率

福井県 25.9%（5位）

全　国 22.4%

※全国は厚生労働省「介護保険事業状況報告」等を基に推計

●主な介護サービスの事業所の推移（福井県、全国） 単位（事業所）

平成12年度
（A）

平成26年度
（B）

平成29年度
（C）

増減率
（C/A）

増減率
（C/B）

福井県 48 95 106 120.8% 11.6%

全　国 4,085 9,080 ー ー ー

福井県 29 35 35 20.7% 0.0%

全　国 2,160 3,901 ー ー ー

※平成12年度は4月末の数、平成26年度、平成29年度は厚生労働省「介護サービス施設事業所調査」

特別養護老人ホーム
（地域密着型を含む）

介護老人保健施設

施設整備数（床）

要介護認定者数
※施設整備率＝

●福井県の介護施設  
本県には元気な高齢者が多い一方で、介護が必要になった場合には、充実した介護施設などによる安

心できる介護サービスが提供されています。 

介護施設は、主に「特別養護老人ホーム」（略称：特養）と「介護老人保健施設」（略称：老健）

があります。本県には、下表のように県内一円に特養が 106 事業所、老健が 35 事業所整備されており、

全国トップクラスの施設サービス環境となっています。 

●介護施設は、空調、給湯によるエネルギー消費が多い  

介護施設のエネルギー用途は、空調、給湯、厨房、電灯・コンセン

トです。入所者が常時居住しているので、空調の使用割合は他の

業種と比べ格段に高くなっています。デイサービス、通所リハビリテーシ

ョン事業を併設していることが多いので、入浴サービスのための給湯が

多くなっています。これらのエネルギー消費比率はおおよそ右グラフのと

おりとなっています。 

●介護施設におけるエネルギー管理の留意点  

《 用途別エネルギー使用比率 》 
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●省エネルギーに関するアンケート調査結果  

2018 年に、福井県老人福祉施設協議会様および福井県老人保健施設協議会様のご協力のも

と、介護施設にアンケートを実施し、65 施設（特養：37 施設、老健：28 施設）から回答をいただ

きました。 

 
① 介護施設の概要 

● 介護施設の入所者定員は、70～90 人未満の施設が最も多く、平均定員数は 82 人でした。最小定

員は 29 人、最大定員は 170 人です。  

● 施設の平成 29 年度の平均利用率は、長期入所＋短期入所の平均利用率 90％以上の施設が 8

割以上でした。 

■ 施設の設備 

● 介護施設は、事業活動の内容がほぼ共通しています。このため、設備面においては、規模の大小はありま

すが、入浴設備、厨房設備、空調設備、照明設備を保有しています（回答いただいた介護施設）。 

● 浴槽の給湯設備についてはボイラ方式かヒートポンプ方式またはそれらの併用、厨房の調理設備について

はオール電化かガス調理またはそれらの併用、空調設備については全館集中式か個別空調またはそれら

の併用など、各施設で異なっています。 

● また、運用面でも、入浴設備の利用頻度や張替回数など各施設で異なっています。各設備の回答結果

は以下のとおりです。 

 
〔浴槽の種類〕 

● 浴槽の種類は、大半の施設が大型浴槽及び特殊浴槽を保有しています。 

■ 施設の平均利用率  

《 浴槽種類別の設置施設数 》 

1槽 2槽 3槽以上

大型浴槽 58 89.2 31 23 4

特殊浴槽 56 86.2 17 18 21

中型浴槽 3 4.6 1 1 1

小型浴槽・個浴槽 24 36.9 7 6 11

浴槽の種類 設置施設数
回答施設数に対す

る構成比（％）

設置数別の施設数

■ 施設の定員 

施 設 数 

定 

員 

平
均
利
用
率 

4

3

12

34

21

7

0 5 10 15 20 25 30 35 40

30人未満

30～50人未満

50～70人未満

70～90人未満

90～120人未満

120人以上
41.5

40.0

10.8

4.6

1.5

1.5

0.0

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

100～95%

95%未満～90%

90%未満～85%

85%未満～80%

80%未満～75%

75%未満～70%

70%未満

無回答

%



5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

30.8

30.8

20.0

18.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

ヒートポンプ給湯器

ガス給湯器（ガス湯沸かし器）

ボイラ給湯器（浴槽用と併用）

無回答

%
24.6

18.5

52.3

4.6

0.0 20.0 40.0 60.0

オール電化調理

オール電化調理＋ガス調理

ガス調理

無回答

%

〔浴槽の給湯設備〕 

● 浴槽の給湯設備は、ボイラが 55％と最も多く、次いでヒートポンプ給湯機が 34％、両設備の併用が

9％となっています。 

〔1 週間当たりの入浴使用回数別の大型浴槽数（回答 59 施設）〕 

● 大型浴槽は、週 6 回使用が 48％と最も多く、次いで週 2 回使用が 23％となっています。 

〔１張替当たり入浴使用回数別の大型浴槽数（回答 56 施設）〕 

● 大型浴槽は、入浴使用 1 回ごとに張替が 65％と最も多くなっています。ろ過機を使用して複数回使

用している施設もあります。 

〔厨房の調理・給湯設備〕 

● 厨房の調理設備は、ガス調理が 52％で最も多く、次いでオール電化が 25％、両設備の併用が 19％

となっています。 

● 厨房の給湯設備は、ヒートポンプ給湯機とガス給湯器が 31％と同割合で、次いでボイラ給湯器（浴槽

用と併用）が 20％となっています。 

 

《 週当たり入浴使用回数別の大型浴槽数 》 

週間利用回数 2回 3回 4回 5回 6回 浴槽合計 週平均利用回数

大型浴槽数 21 1 16 9 44 91 4.6回

構成比（％） 23.1 1.1 17.6 9.9 48.4 100.0 -

《 1 張替当たり入浴使用回数別の大型浴槽数 》 

利用回数 1回 2回 3回 4回 5回 6回 浴槽合計

大型浴槽数 56 8 7 3 1 11 86

構成比（％） 65.1 9.3 8.1 3.5 1.2 12.8 100.0

 コラム 1：ボイラとヒートポンプ 

 ボイラは、石油、ガス等のいわゆる化石燃料の燃焼熱を加熱源として、温水として給湯します。最近では、温室効果ガスの排出

抑制のため木質チップ等の植物由来の燃料（バイオマス燃料）を使用するものも普及しています。 

ヒートポンプは、気体（冷媒）を圧縮すると温度が上昇し、減圧すると温度が下がる原理を利用しています。大気の熱を熱源と

して、コンプレッサーや熱交換器のファンに使った電気エネルギーの３倍以上の熱エネルギーを取り出すことができるので、省エネ効果

が高い設備です。ヒートポンプ給湯機（エコキュート）は、熱エネルギーでお湯を沸かし給湯に使います。 

《 調理設備 》 《 給湯設備 》 

55.4

33.8

9.2

0.0

0.0

1.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

%
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〔使用エネルギー〕 

● 全ての介護施設が電気を主エネルギーとしていますが、施設により設備方式が異なるため、電気使用量

の多寡、A 重油や灯油、LPG 等の化石燃料の使用有無等の違いが認められました。入浴、厨房のサ

ービスを行うため、水道水・地下水の使用も多くなっています。 

● 有効回答データより、エネルギー原単位の平均値を試算したところ、一人当たりのエネルギー起源年間

CO2 排出量が 4,576kg-CO2/人、一人当たりのエネルギー年間費用が155 千円/人となっています。

（エネルギー原単位については、P15 で解説）。 

● 下図は、各介護施設の利用者一人当たりの年間エネルギー原単位の相関をグラフ化したものです。一

人当たりのエネルギー使用原単位は 50～100（GJ/人）に集中しており、定員が多い施設において

は、原単位は小さくなる傾向がみられます。 

● 一部の施設は、再生可能エネルギー関連設備の設置など、積極的に省エネ・環境対策に取り組んでお

り、これらの取組みを推進するトップマネジメントとしての意思決定も重要な要素になると考えられます。 

《 エネルギー種類別の使用施設数とエネルギー原単位 》 

《 エネルギー原単位（GJ/人）の散布図 》 

※GJ（ギガジュール）：J（ジュール）は、エネルギー・仕事の単位。G は 109。グラフ

は、電気や各種化石燃料等のエネルギー使用量を J に換算して合計しています。 

〔空調方式〕 

● 空調方式は、集中式空調と個別空調の併用が 65％と最も多く、次いで全館個別空調が 19％、全

館集中式が 15％となっています。 

電気 A重油 灯油 都市ガス LPG 無回答・不明
施設利用者一人当たりのエ

ネルギー起源年間CO2排出

量（kg-CO2/人）

施設利用者一人当たりのエネ

ルギー年間費用（千円/人）

※全項目無回答・不明は8施設で、一部項目回答施設は計上している。

※エネルギー原単位は、エネルギー起源年間CO2総排出量およびエネルギー費用年間合計を「入所者定員+通所者定員/３」
　で割って算定

エネルギー種類別の使用施設数

57 13 22 3 27 8 平均　4,576
（有効回答56施設）

平均　155
（有効回答29施設）

エネルギー原単位

y = -0.2959x + 110.71

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

0 50 100 150 200

原
単

位
（

G
J/

人
）

定員（人）

15.4

64.6

18.5

1.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

全館集中式空調

集中式と個別空調の併用

全館個別空調

無回答

%
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● エネルギー使用量を計測管理している施設は少なく、省エネへの取組みの第一歩として、使用量管理

の取組みを進める必要があります。 

② 計測器管理の有無 

 

③ 省エネ、地球温暖化対策の社内部署（または委員会）について 

 

④ エネルギー使用量の削減について 

 

● 省エネ部署、担当者を設置している施設は少なく、全体的に省エネ推進体制は脆弱と言えます。 

● エネルギー使用量の削減については、「ある程度削減できる」が最も多く、「削減の可能性は大いにある」

を含めると 63％の施設が、削減余地ありと考えています。 

⑤ 現在の課題、今後の課題について 

 ● 省エネに向けた課題として、「人的および費用的、時間的な余裕がない」や「省エネ効果がわからない」

を上げている施設が多く、省エネ対策に前向きに取り組めない状況がうかがえます。 

16.9

70.8

12.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

している

していない

無回答

%

3.1

26.2

63.1

7.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

社内部署または委員会等がある

上記のようなものはないが、担当者は定めている

社内部署、委員会等もない。担当者もいない

無回答

%

13.8

47.7

15.4

6.2

12.3

4.6

0.0 20.0 40.0 60.0

ほとんど削減できない

ある程度の削減はできる

削減の可能性は大いにある

削減はできずむしろ増加する

わからない

無回答

%

18.6

11.9

33.9

39.0

40.7

32.2

5.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

具体的な省エネの方法がわからない

省エネに関する相談先がわからない

省エネを検討する時間的余裕がない

省エネに取り組む費用的余裕がない

省エネに取り組む人員的余裕がない

省エネの効果がわからない

その他

%
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介護施設の現状、課題 

●エネルギー使用量が多い入浴設備、厨房設備、空

調設備をほぼ全ての施設が保有している。 

●全ての施設が主として電気を使用している。また、

水道水・地下水の使用量が多い。 

●入浴利用回数、浴槽張替回数は、施設間で運用

に差がある。 

●ボイラを使用している施設が多い。 

●省エネ実施体制が整っていない施設が多く、計測

器管理（エネルギー使用の見える化）が進んでい

ない。 

介護施設の省エネ対策のポイント 

●入浴、厨房、空調などの運用改善、点灯・

消灯時間の管理、節水対策等の推進 

●エネルギーロスの改善（給湯温度等の適正

化、配管等の保温など）、高効率機器の

導入 

●省エネ実施体制の整備、エネルギー使用量

の計測管理、見える化の推進 

●省エネ相談、省エネ診断制度等の情報取

得 

⑦ アンケート調査結果から見た介護施設の省エネ対策のポイント 

 

コラム 2：運用改善対策と投資改善対策 

本書では、日常の業務活動の中で、エネルギーの節約対策やエネルギーの無駄を省く対策などで、基本的に費用がかからな

い、あるいは簡単な補修や消耗品の購入など、少ない費用で取り組める対策を「運用改善対策」としています。これに対し、設

備の新設や更新、部分改善など比較的高額の設備投資を伴う対策を「投資改善対策」としています。 

投資改善対策は、費用はかかるが効果も大きい、投資回収年数が短い対策など、費用対効果を検討し、基本的に設備更新

時期に合わせて、計画的に導入を進めます。近年では、高効率機器や生産性向上に資する機器などの導入に対し、国や自治体

の補助制度があります。 

⑥ 実施された省エネ対策について 

 ● 省エネ対策は、空調室内機のフィルター掃除や一部 LED 化、デマンド監視装置の導入など既に多くの

施設が取り組んでいます。 

● 多くの施設がエネルギー削減の余地はあると考えているので、省エネに向けて取り組める対策はまだあり

そうです。 
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デマンド監視装置等のエネルギー管理機器を導入して活用している

エネルギー使用量の管理を月単位で行っている

エネルギー使用量の管理を日単位で行っている

エネルギー使用状況を社員に知らせている

照明器具の清掃を年１回以上行っている

不要照明・不要時間帯の消灯、間引きをしている

照明を一部LED化した

照明を全部、またはほとんどLED化した

照明用の人感センサーを設置した

空調の温度管理を推奨値（夏季：28℃、冬季：20℃）にしている

空調室内機のフィルター掃除を年１回以上行っている

空調室外機の放熱フィンの掃除を設備業者で実施している

夜間や空調中間期など空調の稼動が必要ないときに外気を有効利用している

空調室外機に水噴霧装置を設置した

空調室外機に日覆を設けた

夏季にゴーヤやアサガオ等でグリーンカーテンを設けている

窓ガラスに断熱用のフィルムを貼るなどの対策をした

天井や壁の断熱を強化した

空調機の一部を最新型の高効率機器に更新した

空調機の全部、またはほとんどを最新型の高効率機器に更新した

%
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B 施設のヒアリング調査結果 

定 員 特別養護老人ホーム：100 人、デイサービス：50 人 

施設利用率 
入所利用率：100～95％ 

通所利用率（日曜以外の 8：30～17：30）：85～80％ 

浴槽設備 
大型浴槽：2 施設、機械浴槽：2 施設、小型浴槽：1 施設 

給湯設備：灯油ボイラ 2 台、貯湯槽 1 基、通所用ガス給湯器 5 台 

給食設備 
施設設備を利用し、給食業者より購入・提供 

調理設備：ガス調理、給湯設備：ガス給湯器 

空調設備 全館個別空調方式 

エネルギー使用量 
年間エネルギー使用量：電気（450MWh）、灯油（36kL）、LPG（11,000 ㎥） 

年間水道使用量：15,800 ㎥（浴槽の張替、厨房使用） 

事業活動に関する

特記事項 

●環境自主行動計画を作成し、省エネ・環境に関する計画や指針､目的などを定めて管理して

いる 

●省エネ対策は、理事長のトップダウンと職員のボトムアップの両方で提案され、運営会議により

実施が決定される 
  

A 施設のヒアリング調査結果 

定 員 特別養護老人ホーム：90 人、デイサービス：35 人 

施設利用率 
入所利用率：95～90％ 

通所利用率（日曜以外の 8：30～17：30）：80～75％ 

浴槽設備 

大型浴槽：2 施設、特殊浴槽：4 施設 

給湯設備：給湯用ガス給湯器 3 台、浴槽昇温用ガス給湯器 1 台、貯湯槽 1 基、ろ過機 2

台 

給食設備 
施設設備を利用し、給食業者より購入・提供 

調理設備：ガス調理、給湯設備：ガス給湯器 

空調設備 集中方式と個別空調の併用 

エネルギー使用量 
年間エネルギー使用量：電気（530MWh）、灯油（32kL）、LPG（27,300 ㎥） 

年間水道使用量：14,000 ㎥（浴槽の張替、厨房使用） 

事業活動に関する

特記事項 
●空調に関して、集中方式と個別空調を併用している 

省エネ・地球温暖

化防止の取組み

について 

●現状の取組 

①管理者の会議でエネルギー費を周知 

②室内機フィルター掃除（年１回） 

③断熱フィルム（一部の窓） 

●設備更新計画 

設備の老朽化とフロンガス規制のため、空調設備の集中方式から個別空調への更新を計画 

ヒアリング時の提案

事項 

運用改善：月、日単位でのエネルギー使用量をグラフ等で比較、見える化の推進、浴槽の夜間

シートによる保温、室内機フィルター掃除（年 2 回）、ろ過機運転時間の短縮 

投資改善：照明の LED 化（補助金活用を視野に空調設備と同時更新） 

●省エネルギーに関するヒアリング調査結果（県内 3 施設）  
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省エネ・地球温暖

化防止の取組み

について 

●現状の取組 

①エネルギー管理機器の導入（空調に関して、室温を監視し温度設定を集中管理） 

②毎月、ミーティングの場で職員に口頭と資料で電気料金等を周知 

③照明の LED 化 

④空調設備更新（集中式吸水冷温水機から全館個別空調に更新） 

⑤室内機フィルター掃除（年 2 回） 

⑥断熱フィルム（西側の一部居室の窓） 

⑦節水対策（節水コマ導入、節水シャワーの使用） 

⑧エネマネ事業者に、空調や照明に関する省エネの相談 

ヒアリング時の提案

事項 

運用改善：エネルギー管理機器を活用して月、日単位での使用エネルギーを見える化し、職員

で共有。エアコン室外機雪除けカバーの冬季以外取り外し（熱交換効率向上のた

め） 

投資改善：ろ過機の設置による浴槽の張替回数の削減、照明への人感センサー取付け 

 C 施設のヒアリング調査結果 

定 員 介護老人保健施設：80 人、デイサービス：40 人 

施設利用率 
入所利用率：100～95％ 

通所利用率（日曜以外の 8：30～16：30）：95～90％ 

浴槽設備 
大型浴槽：1 施設、特殊浴槽：３施設 

給湯設備：ヒートポンプ給湯器 5 台、ろ過機 1 台、貯湯槽 1 基 

給食設備 
施設内で、従業員が調理して提供 

調理設備：オール電化調理＋ガス調理（非常時用）、給湯設備：ヒートポンプ給湯器 

空調設備 集中方式（ヒートポンプチラー（冷暖）2 基）と個別空調の併用 

エネルギー使用量 
年間エネルギー使用量：電気（733MWh）、LPG（1,400 ㎥、乾燥機で使用） 

年間水道使用量：13,000 ㎥（浴槽の張替、厨房使用） 

事業活動に関する

特記事項 

●空調に関して、老朽化している集中式の一部配管を閉鎖して、閉鎖区間の居室の空調を個

別方式に転換している 

●浴槽のろ過機は、常時稼働 

省エネ・地球温暖

化防止の取組み

について 

●現状の取組 

①エネルギー使用状況を従業員に周知 

②常時使用している部屋は全て照明を LED 化 

③職員室や外回り玄関等照明を人感センサー化（防犯も兼ねて） 

④空調機のフィルター掃除を業者に依頼（年 2 回（内分解洗浄 1 回）） 

⑤グリーンカーテン、南西側居室の窓ガラスに断熱フィルム、遮光カーテンを設置  

●屋上に太陽光発電設備を設置 

ヒアリング時の提案

事項 

運用改善：ろ過機の常時運転の見直し、夜間浴槽の保温、温水配管の保温、デイケア床暖房

の休日停止、使用エネルギーの見える化（グラフの比較による省エネ効果の見える

化、金額だけでなく量も） 

投資改善：一部残っている照明の LED 化 
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施設のエネルギーコストを把握して課題を発見すること、施設にマッチした省エ

ネ対策情報を知ること、そして、実践によりコスト削減など省エネ効果を確認する

ことは効率的な施設経営の取組みの一つになります。できることから進めていきま

しょう！ 

エネルギーコストの知識 

電力料金の仕組み 

エネルギーコストの見える化 

エネルギー原単位による管理方法 

Ｐ13 

Ｐ13 

Ｐ15 

Ｐ15 

施設のエネルギーコストを「知る」 
 

 STEP 1 

P16 

P16 

P16 

P17 

P17 

P17 

P20 

P20 

P21 

P21 

空調設備の省エネ対策 

運用 ①空調温度の緩和、中間期の外気利用 

運用 ②室内機のフィルター、室外機のフィンの清掃 

運用 ③室外機の日射防止 

運用 ④夏場の日射遮蔽 

運用 ⑤換気装置の管理による外気導入の削減 

運用 ⑥集中式空調方式の対策 

投資 ⑦室外機への散水装置の設置 

投資 ⑧ブラインドや遮熱フィルム等による夏場の日射遮蔽 

投資 ⑨冷温水ポンプのインバータ化 

投資 ⑩電気ヒートポンプエアコンを居室やゾーンごとに設置する方式 

施設で取組み可能な対策事例を「知る」 
 

 STEP 2 
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その他の省エネ対策 

投資 ① P31 

給湯設備の省エネ対策 

運用 ①給湯ラインの適正管理    

運用 ②ボイラ空気比の適正化 

P25 

P25 

照明設備の省エネ対策 

運用 ①適正照度の設定    

運用 ②点灯・消灯時間の管理  

投資 ③高効率照明器具（LED）の採用 

投資 ④人感センサーによる点灯制御 

P22 

P22 

P23 

P24 

浴槽設備の省エネ対策 

運用 ①ろ過機の運転管理    

運用 ②浴槽の保温シートによる放熱防止 

運用 ③節水コマ、節水シャワーの採用 

P26 

P27 

P27 

厨房の省エネ対策 

運用 ①    

運用 ②冷凍冷蔵庫の適正使用 

運用 ③調理設備の適正使用 

運用 ④食器洗い乾燥機等の適正使用 

投資 ⑤エコキュート、エコジョーズの採用 

P28 

P28 

P29 

P30 

P31 

省エネ対策・省エネ診断・省エネ支援制度等の相談先 Ｐ32 

STEP 3 専門機関に相談して「知る」 
 

 STEP 3 
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エネルギーコストの知識  

電気料金の仕組み  

収益の何％が光熱水費となっているか確認することが大切です。 

光熱水費を抑えることで、利益率がアップします（＝省エネ）。 

 
光熱水費 

 
 

その他 
経費 

光熱水費 

 
その他 
経費 

 

利益 

利益 

収益 
利益を増やす活動 

＝省エネ 

 

電気料金を安くするためには、まず基本的な計算方法をつかんでおく必要があります。 

どの電力会社の契約メニューでも計算方法は、「基本料金」+「電力量料金」+「再生可能エネルギー

発電促進賦課金」の 3 種類で決まります。 

基本料金 

電力量料金 

再 エ ネ 
賦 課 金  

単価×契約電力（kW） 

×力率割引・割増（185-力率）/100） 

単価×使用電力量（kWh）±燃料調整費 

電気事業者が再生可能エネルギー固定価格買

取制度で買取った電気を消費者（全国）で負

担しています 

電 

気 

料 

金 
 

使用電力量（kWh）、契約電力（kW）を下げることで、省エネにつながります！ 

施設のエネルギーコストを「知る」 
 

 STEP 1 
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6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 （月）

契約電力

過去11カ月間

デマンドオーバー

で料金アップ‼過去11カ月間の

最大デマンド値

《 契約電力の決定方法（高圧電力（500kW 未満）の場合）》 

契約電力が 500kW 未満の高圧電力の場合、契約電力の決定方法に特徴があります。高圧電

力のメーターは 30 分間の電力の平均値を測定しており、この平均値をデマンド値といいます。高圧の

契約電力は１年間の内で最大のデマンド値が契約電力となります。デマンド値が上がると基本料金

が比例して上がるため、このデマンド値を監視して抑制することが電気料金の削減につながります。 

「デマンド値」とは 30 分間

（毎時の 0 分～30 分、

30分～60分）の平均使

用電力のことです。1 日の

「デマンド値」の中で最大の

値（右図では 13:30 から

30 分間での値）がその日

の「最大デマンド値」になり

ます。 

日々の「最大デマンド値」

の、1 か月間の中のピーク

値がその月の「最大デマン

ド値」です。この「最大デマ

ンド値」を 1 年間並べたと

き、過去 11 か月の「最大

デマンド値」より高い場合

（右図では 8 月）は、契

約電力が上がってしまい、

以降 1 年間の基本料金が

高くなることになります。 

以降 1 年間に 8 月の「最

大デマンド値」を超えなけれ

ば、契約電力を下げること

ができます。ただし、どのくら

い下がるかは「次のピーク

値」で決まります。この「次の

ピーク」が低く抑えられてい

れば、一層効果的な省エ

ネ 、 省 コ ス ト が 望 め ま す

（右図）。 

9:00 9:30 10:00 10:30 11:00 11:30 12:00 12:30 13:00 13:30 14:00 14:30 15:00 15:30 16:00 （時刻）

30分

最大デマンド値

● ● ● ● ● ●

《 １日の最大デマンド値 》 

《 月間の最大デマンド値の推移と契約電力の考え方 》 

6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 （月）

契約電力

以降1年間

以降1年間

以降1年間

次のピーク
1年頑張れば契約

電力が下がります‼

翌月でさら

に下がる‼

《 継続的な省エネ実践による契約電力の低減 》 
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エネルギーコストの見える化  
 

 

  

ベースライン 

空調使用 

事業経営に 

最低限必要 

原因の特定 日別の推移 

エネルギー原単位による管理方法  

（例１）目標：「電気の使用量を本年は昨年比 10%減の○○kＷh とする」 

（例２）目標：「施設全体の電気エネルギー原単位を、○○kＷh/人（入所者）とする」 

例１の電気使用量のような絶対量による目標管理は、入所者数の増減等によりその量は変動する

ため、省エネの本当の効果は見えづらく、正確な評価は難しくなります。 

エネルギー原単位は、エネルギー使用量と密接に関係する単位数量当たりの必要なエネルギー使用

量のことでエネルギーに関する使用効率を表す指標です。 

この値が小さくなるほど、エネルギーの使用効率が向上していることになります。このことは、エネルギーコ

ストの減少も意味します。  

例２のように、エネルギー原単位を年間単位や月間単位で算定し、その数値を指標にして、目標管

理や分析をすることにより、エネルギー使用効率や省エネ効果を判断することができます。 

 

エネルギー原単位 ＝ 
エネルギー使用量（電力量：kWh、ガス量：㎥、原油換算：kℓ等）  

エネルギー使用量と密接に関係する数値（Ａ）※ 

※ 介護施設の場合は、エネルギー使用量の最も大きな変動要因となる入所者数や通所者数に設

定します。施設により変わりますが、例えば、「A=入所者数＋通所者数/３」が考えられます。 

エネルギーコストの特徴と削減余地を探るためには欠かせません。 

1 カ月単位で、エネルギーごとに使用量やコストを記録し、グラフ等で「見える化」することが望まれま

す。設備ごと、ゾーンごと、時間ごとにデータを細分化するほど、より詳細な分析が可能となります。 
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施設で取組み可能な対策事例を「知る」 
 
STEP 2 

空調設備の省エネ対策  

① 空調温度の緩和、中間期の外気利用 

● 空調温度を 1℃緩和すると、約 10 ％省エネになると言われています

（省エネルギーセンター資料）。緩和できる箇所は 1℃でも緩和するよ

うお勧めします。 

● 夏季の早朝や中間期（春季、秋季）は、低温外気を有効活用しまし

ょう。 

運用改善対策事例（費用が掛からない対策） 

② 室内機のフィルター、室外機のフィンの清掃 

● フィルターに塵埃が付着するなど、かなり汚れた状態では、清掃すること

により省エネ率が 2.5%アップします（省エネルギーセンター資料）。最

低でも、夏季前、冬季前には清掃をしましょう。 

● 風量が上がらない、効きが悪いような状態の場合、室内機の内部洗浄

により風速が 40%アップし、熱交換比率が 30%～45%アップします

（メーカ実証実験）。 

● 室外機のフィンがチリや花粉、黄砂等により汚れがひどい状態では、清

掃することにより、5%程度の省エネ効果があります（省エネルギーセン

ター資料）。 

● 室内機の内部洗浄や室外機のフィンの清掃は、専門業者に依頼するこ

とをお勧めします。 

出典：「省エネチューニングマニュアル」
省エネルギーセンター  

出典：CORONA HP 「エアコンお手入れ」 

③ 室外機の日射防止  

● 冷房運転中のエアコン室外機は、外気温の上昇により能力が低下する

ため、室外機の設置の際には、設置間隔や直射日光を避けるなどの配

慮をします。 

● 室外機の直射日光を避ける方法として、葦簀（よしず）の設置により、

約 5%のエネルギー削減効果が見込めます（省エネルギーセンター資

料）。 

出典：省エネルギーセンター資料 

《 夜間換気を行った場合の効果の比較 》 

出典：第一ビニール㈱ HP 商品情報サイト 

夜間換気ありの場合 

換気なしの場合 

コラム 3：ナイトパージ 

外気温度が低い夜間（基本的に空調時間外）に、建物躯体や居室に蓄積さ

れた熱を、夜の冷気で冷却することで冷房立ち上がり時の冷房負荷を軽減し、省エ

ネルギーを図ります。冷房立ち上がり時の室温とそれ以前の外気温に大きな差がある

ような季節や日で効果的です。具体的な方法としては、自然換気や空調機の送風

運転を行います。 
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④ 夏場の日射遮蔽  

● 夏季の日差しを防いで冷房負荷を削減して省エネに

つなげます。 

● 屋内のカーテン、ブラインドはガラスを透過してきた日射

は遮りますが、カーテン、ブラインドが暖められ、そこから

熱放射が発生するので、効果は大きくありません。 

● 外付けブラインドやルーバの設置が有効ですが、費用

が掛かるので、その代替えとして、すだれ、葦簀（よし

ず）、日よけシェードの設置をお勧めします。 

● グリーンカーテン（緑のカーテン）はより一層効果があ

ります。地面から吸い上げた水を茎の中に蓄え、葉の

表面から水を蒸発させて、自分自身が熱くならないよう

に工夫しています。 

⑤ 換気装置の管理による外気導入の削減  

● 居室の空調管理は、主に冷暖房（温度）・空気清浄度・湿度

の適正化を目的として実施されます。換気（外気取り入れ）は

空気清浄度の適正維持のために必要ですが、冷暖房運転時の

換気過剰はエネルギー増大につながることもあります。 

● 施設によっては、共通エリアの換気対策として外調機（外気処

理空調機）※１が設置されている場合が多く見られます。外調機

は外気を吸ってそれを室温まで加熱または冷却する装置です。 

● 共通エリアの CO2 濃度※2 を測定し、1,000ppm を下回るような場合は、換気を思いきって止めることをお勧

めします。 

 

← CO2 濃度が低いほ

ど、換気量を削減する

ことができるため、省エ

ネも大きくなります 

※１：空調利用時の換気の際、外気を導入しますが、そのままだと夏は暑い空気、冬は冷たい空気を取り込むため、空調システムの大きな負荷となります。

このため、主の空調機が外気を取り入れる前に、ある程度の状態まで冷暖房や加湿などの処理を行う外調機が用いられます。換気量が多いなど、室内

の空調設備に負担が大きいことが想定される場合に採用されています。 

※２：労働安全衛生法に基づく事務所衛生基準規則において、室内の CO2 濃度は 1000ppm 以下になるよう定めています。また、事業者には、CO2

濃度を計測することが義務づけられています。CO2 濃度の測定は、専門機関での測定をお勧めしますが、近年では、簡易な CO2 測定器が安価で市

販されています。 

⑥ 集中式空調方式の対策  

《 吸収式冷温水機における空気比※低減 》 

● 吸収式冷温水機は、燃料を焚いて冷温水を作ります。必要以上に空気を供給すると、無駄な空気が暖めら

れて放出されるので、空気比を最適にして燃焼させ、燃料の無駄を省きます。 

● 空気比は排ガス酸素濃度から求められます。例えば A 重油焚きで排ガス酸素濃度の値が 7.9%であったとす

ると。空気比は 1.60 になります。最適空気比を 1.40 として、排ガス酸素濃度を 6%に調節します。その結果

燃料削減率は 1.6%になります（省エネセンター資料（次頁図）による）。 

● 排ガス酸素濃度の測定や空気比の調整は、定期点検時に設備管理会社に依頼します。   

出典：「省エネチューニングマニュアル」
省エネルギーセンター  

日よけシェード 

出典：第一ビニール㈱ HP  

商品情報サイト 

葦簀（よしず） 

出典：ジューテックホーム㈱  HP  
商品情報サイト 
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※空気比：燃料を燃焼させるには酸素が必要です。実際は酸素の代わりに空気（概略：酸素が 21%、窒素が 78%、アルゴ

ンその他 1%）を使用します。計算上完全燃焼を行える空気量を理論空気量と呼びますが、実際は若干過剰な空

気量で燃焼させる必要があります。この過剰な空気は燃焼に寄与せずに燃焼室内で加熱されてそのまま排出されま

す。従って無駄に加熱されていることになります。簡便な空気比の求め方は、排ガス中の酸素濃度を測定し、次の式

で求められます。 

           空気比＝実空気量／理論空気量＝21／{21－（排ガス中酸素濃度）}  

《 吸収式冷温水機における冷水温度の緩和(コラム 4 参照) 》 

● 最大負荷時（盛夏期）を除く冷房時期は負荷が軽くなるので、冷温水機から取り出す冷水温度を高める

ことにより、燃料消費効率を改善できます。 

● 通常、冷温水機からの冷水温度は 7℃に設定されています。盛夏期（7 月、8 月）以外の冷房使用期間

は冷水温度を 9℃に設定することで、この期間の燃料消費率を 5.9%改善できます（省エネセンターの資料

（下図）参照）。 

● 冷水温度の設定は、定期点検時等に設備管理会社に依頼します。 

  

《 空冷ヒートポンプチラー機における冷温水温度の緩和(コラム 4 参照) 》 

● 空調機に余力がある場合や盛夏期（7 月、8 月）以外には、冷温水温度設定を緩和することにより省エネ

を図ることが可能です。 

● 公称能力 80kW、冷温水の出入口温度差 7℃である場合の省エネ率をメーカカタログから求めたものが下

表です。 

 設定出入口温度 ＣＯＰ 省エネ率 

冷房 

外気温度 30℃ 

現状設定値  7℃ 4.92 
(5.40-4.92)/4.92＝9.8% 

変更設定値  10℃ 5.40 

暖房 

外気温度 5℃ 

現状設定値  45℃ 3.73 
(4.21-3.73)/3.73＝12.9% 

変更設定値  40℃ 4.21 

※COP については、「コラム 5」参照 

《 排ガス酸素濃度と空気比(A 重油) 》 《 空気比と燃料削減率(A 重油) 》 

（排ガス温度 240℃） 

出典：省エネルギーセンター資料 

《 冷水出入口温度と燃料消費率 》 

出典：省エネルギーセンター資料 

5.9％ 
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COP 100%負荷時のみだけを考えた運転効率 

APF 
定格時だけではなく、エアコンが使用される建物や用途等の負荷条件、冷房/暖房期間における外気

温度の発生時間、さらにインバータ機の能力変化にともなうエアコンの効率を考慮した値 

資料：2018 年度県内介護施設アンケート調査結果より 

《 県内介護施設の空調方式 》  コラム４：集中式空調方式と個別空調方式 

 介護施設の空調方式は、アンケート調査の結果（右図参

照）、全館集中式あるいは集中式と個別空調方式の併用で運

用している事業所が多いことがわかります。 

 集中式は、別名「セントラル空調」とも呼ばれ、管理室等で一元

的に制御され、熱源設備は一箇所にまとまっています。大型ビルで

は、多くが集中式空調を採用しています。吸収式冷温水機※１や

空冷ヒートポンプチラー機※2 は、集中式の熱源設備です。空調設

定を一元管理できますが、各居室でのON／OFF切り替えや温度

調整は一般的にできないというデメリットがあります。 

個別空調方式は、文字通り居室ごとにエアコンを設置して空調します。ON／OFFの切り替えが自由で、空室時はOFFにする、

また、風の強弱、温度などの空調設定も比較的自由など、電気料金の無駄を省くことができます。 

※１：吸収式冷温水機は、ガスや灯油など燃料を焚いて、冷媒が蒸発する時に奪われる気化熱を利用して冷房する方式です。 

※２：空冷ヒートポンプチラー機は、エアコンや冷蔵庫と同じヒートポンプ（P５のコラム１参照）を利用した方式です。チラーとは、水(液)を

循環させて冷却、温度制御する装置の総称です。おもに冷却することを目的とすることが多いことから【Chiller(chill＝冷やす)】と呼ば

れます。 

コラム５：エネルギー消費効率（COP と APF） 

COP とは： 

Coefficient Of Performance(成績係数)の頭文字をとったものです。特に冷暖房器具の省エネ性能を表す際によく使われ

ています。電力 1kW を使ってどれだけの出力を得られるかという指標です。 

COP には冷房と暖房で 2 種類あり、それぞれ冷房 COP と暖房 COP と呼ばれています。冷房 COP を求めるには冷房能力

(kW)の値と冷房消費電力(kW)の値が必要となります。暖房 COP を求めるには暖房能力(kW)と暖房消費電力(kW)が必要

となります。実際に式にしてみると以下のようになります。 

●冷房 COP＝冷房能力(kW)÷冷房消費電力(kW) 

●暖房 COP＝暖房能力(kW)÷暖房消費電力(kW) 

この計算によって 1kW あたりどれだけの冷房効果(暖房効果)が期待できるかということがわかります。例えば、COP=3 である場

合、その製品は消費する電力量に対し 3 倍の能力を発揮していることになります。COP が高いほど 1kW あたりの冷房効果(暖房

効果)が高く、省エネ性能が高いと言えます。 

COP は一定の温度環境下でのエネルギー消費効率を示す値です。実際にエアコンを使用したとき冷暖房能力と消費電力はそ

の時の室温や外の温度によって影響を受け変化しています。そのため常に一定の値をとることはできません。 

APF とは： 

COP と似た指標に APF という指標があります。COP に対して、実際に使用した状態に近い省エネ性能を示します。Annual 

Performance Factor の頭文字をとったもので、日本語では「通年エネルギー消費効率」と呼びます。 

APF は日本工業規格(JIS)で定められている規格に基づいて運転環境を定め、1 年間運転した場合の運転効率を示します。

定められた条件下でエアコンを使用した場合、1 年間でどれだけ電力を消費したかを「期間消費電力量」として算出します。エアコン

が 1 年で使用するエネルギーを期間消費電力量で割って APF が算出されます。つまり室温や外気の温度の影響を受けやすいエア

コンでは APF の方が COP よりも正確な値を得ることが出来ます。 
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⑧ ブラインドや遮熱フィルム等による夏場の日射遮蔽  

● 日射遮蔽は、一般的には屋内にカーテンやブラインドを設置します。これらはガラスを透過してきた日射は遮りま

すが、その時カーテン、ブラインドが暖められ、熱放射が発生するので、空調としての効果は大きくありません。外

付けのブラインドやすだれを設置して日射を抑える対策を採ると有効です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 窓に遮熱フィルムや断熱フィルムを貼ることも有効です。この場合、夏

季の遮熱または冬季の断熱のどちらを重視するかで貼付するフィルム

が変わります。最近では、どちらにも効果のあるフィルムがあります。専

用フィルムに比べ効果は劣りますが、年間の冷暖房効果は専用に比

べて優れているようです。 

投資改善対策事例（高効率設備の更新・変更など費用が掛かる対策） 

⑦ 室外機への散水装置の設置  

● 吸入外気を冷やすことで冷房効率が向上します。熱交換性能を向上させる

後付けタイプの省エネ装置（散水装置）の設置等を検討しましょう。省エ

ネルギーセンターの資料では約 7％の省エネ効果が見込めます。ただし、石

灰物の析出等、水質には注意が必要です。 

室外機の散水 

出典：「住宅の次世代省エネルギー基準と指針」 （一財）建設環境・省エネルギー機構 

出典：「高齢者福祉施設における省エネ・

低炭素化の取組」 環境省 

出典：ダイキン工業㈱  HP  

商品情報サイト 

《日射対策の効果の目安 》 

 コラム６：断熱と遮熱 

断熱：壁の内部を伝わっていく熱の量を小さくすること 

遮熱：日射を吸収しないように反射することや、日射を吸収した結果、温度の高くなった面から出る放射熱が室内に入らない

ようにすること 

垂直の不透明の壁であれば、断熱性は遮熱性を兼ねます。すなわち、光は必ず熱を伴って伝わりますが、光を透過しない断熱

性のある材料では、光による熱は伝わってきません。床・壁・天井では、冬は熱を逃がさないための断熱が、夏は熱を入れないため

の遮熱にも効果を発揮します。 

屋根などに断熱材の代わりに遮熱塗料を塗る場合は、塗料の効果はあくまでも「従」です。遮熱塗料だけでは冬の断熱性は得

られないため、断熱材と遮熱塗料を組み合わせなければ、効果は得られません。 

ガラス窓の場合も、一般の不透明の壁と同様に考えて、ガラスを複層にして断熱性を確保することに加えて、夏の昼間の日射

のことを考え、庇（ひさし）や窓の外側での日除けを用いた「遮熱」が重要になります。日除けを「窓の外」に設けないと、十分な

遮熱効果を発揮しません。 
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￥ 
冷温水ポンプ（定格動力 5.5kW、平均負荷率 80％）にインバータ

（効率 95％）を設置し、回転数を 80％に低減した場合の事例。 

→年間 195,335 円削減 

●削減金額（冷温水ポンプは、夏季、冬季各 3.5 カ月、24 時間稼働） 

5.5kW（定格動力）×80％（平均負荷率）×（1－0.8３）×95％（イン

バータ効率）×5,040 時間（空調日数 210 日×24 時間）×19 円/kWh

（電力の平均単価）＝195,335 円/年 

⑨ 冷温水ポンプのインバータ化  

● ポンプの所要動力は理論上回転数の３乗に比例します。例えば、バルブを全開にしてインバータで回転数を

80%に低減した場合は、所要動力は 0.8 の３乗すなわち 0.512 に減少します。 

● 冷温水を搬送するポンプにおいて、流量調整のため吐出側バルブを絞っている場合は、バルブを全開にし、イ

ンバータを設置して必要な流量を確保できるまでインバータによりポンプの回転数を低減すれば、所要動力も

減少し省エネになります。 

● 

⑩ 電気ヒートポンプエアコンを居室やゾーンごとに設置する方式 

● 集中式空調方式の場合、空調の必要がない時間帯でも冷温水が循環しているため、無駄なエネルギーを使用

しており、配管の放熱による熱損失もあります。個別空調方式は、ON／OFF の切り替えが自由で、空室時は

OFF にする、また、風の強弱、温度などの空調設定も比較的自由など、電気料金の無駄を省くことができます。 

 （P19 「コラム４：集中式空調方式と個別空調方式」参照） 

吸収式冷温水機（集中式空調方式）を、電気ヒートポンプエアコン（個別

空調方式）に更新した場合の事例。 

→年間 941,741 円削減 

 

 

●試算条件 

(更新前の年間使用エネルギー量) 

 ・吸収式冷温水機：COP(燃料)0.8、年間燃料使用量：灯油 30kL 

 ・灯油発生総熱量：30kL×34.9（灯油低位発熱量）＝1,047GJ 

 ・冷却塔（11kW、負荷率 60％、105 日×24 時間（冷房期間 3.5 カ月）)の電力量： 

  11kW×60％（負荷率）×105 日×24 時間＝16,632 kWh/年 

(更新後の年間必要エネルギー量) 

 ・電気ヒートポンプエアコン：COP(電気)3.0 

 ・空気熱源必要熱量（灯油発生総熱量×0.8（吸収式冷温水機の COP(燃料)））： 

  1,047GJ/年×0.8＝838 GJ/年＝838×106kJ/年 

 ・電気ヒートポンプエアコンの必要電力量（灯油発生総熱量相当）： 

  838×106kJ/年 ÷3.0（電気ヒートポンプエアコンの COP(電気)）÷3600kJ/ kWh 

＝77 ,593 kWh/年  

●削減金額 

 30,000L/年（削減灯油使用量）×70 円/L（灯油価格）＋16,632 kWh/年（冷却塔停

止による電力削減量）×19 円/ kWh（電力の平均単価）－77,593 kWh/年（電気ヒート

ポンプエアコンの必要電力量）×19 円/ kWh＝941,741 円/年 

￥ 
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  照明設備の省エネ対策  

運用改善対策事例（費用が掛からない対策） 

① 適正照度の設定 

● 高齢者は網膜に届く光量が減っていくため、通常より高い照度が必要とされます。居室や事務室の状況に合わ

せて適正照度を設定します。適正な照度として JIS の「病院の照度基準」を参考にします（下表）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 照度は、照度計により測定します。専門機関での測定をお勧めしますが、近年では、簡易な測定器が安価で

市販されています。 

● 高照度を要する場合は、全般照明と局部照明を組み合わせます。 

● 明るい窓側は昼光を利用して消灯するか、減光する処置をとります。 

② 点灯・消灯時間の管理 

● 季節ごとの日照に応じ、外灯、駐車場などの点灯・消灯時間を管理し

ます。 

● スイッチ近傍に節電ラベルを表示し、離席するときや、不要時にはこまめ

に消灯します。 

● 必要の無い時にこまめに消すことができるプルスイッチ（ヒモ付きのスイッ

チ）などの個別スイッチを取り付けます。 

● リモコン機能を使用中はわずかな電力を消費しています。電源オフを習

慣化し、待機時電力を削減します。 

● 照明のかさやカバーが汚れると明るさが低下しますので、こまめな清掃を行います。 

● 照明の間引きも省エネになりますが、期待できるのはグロースターター式蛍光灯（FL型）や電球です。それ以

外の安定器がついている蛍光灯は、間引いても安定器が電気を消費するため省エネ効果は期待できません。 
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投資改善対策事例（高効率設備の更新・変更など費用が掛かる対策） 

③ 高効率照明器具（LED）の採用 

● LED の普及が進んでいます。照明器具の更新の際に

は､LED 電球などの高効率照明器具の導入を検討しま

しょう。その際、誘導灯の LED 化が見過ごされがちです。

誘導灯は年中点灯しているので是非 LED 化しましょう。 

● 高効率照明器具を採用する場合は、低ワットランプの採

用、もしくは、必要な明るさを確保しうる範囲で灯数を減

少させることを検討しましょう。 

● 白熱電球を電球型 LED に交換することにより、同じ明る

さで消費電力は 1/8 となり、寿命は 10 倍以上となり

ます。 

《 白熱球、蛍光球、LED の比較 》 

電気代 高い
安い

（白熱中の1/4）

非常に安い

（白熱中の1/8）

製品価格 安い 白熱球の2倍以上 白熱球の3倍以上

寿命
短い

（1,000～3,000時間）

長い
（6,000～16,000時間）

非常に長い
（40,000時間）

調光機能 対応可 一部対応可 一部対応可

光色 暖色

昼光色

昼白色

電球色

昼光色

昼白色

電球色

出典：「照明器具カエル BOOK2019」一般社団法人 日本照明工業会 

《 照明器具の消費電力の推移 》 

居室の踏込み灯の白熱球照明（60W 相当）1 灯を電球型 LED（消費電

力 8W、約 1,000 円/灯）へ更新した場合の事例。 

→年間 5,201 円削減（投資回収 0.19 年） 

●削減金額（1 日あたりの点灯時間は、診断施設の C 施設聞き取り調査による） 

（58W（白熱球消費電力）－8W（LED 球消費電力））÷1,000（kW換算）

×5,475 時間（1 日あたりの点灯時間 15 時間×365 日）×19 円/kWh（電力の

平均単価）＝5,201 円/年 

投資回収 1,000 円÷5,201 円/年＝0.19 年 

￥ 
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④ 人感センサーによる点灯制御 

● 階段などの共用部や、トイレ・ロッカー室・倉庫など不定期に利用するエリアには、人感センサーによる点灯制御

を導入します。 

● 照明器具 1 台単位にセンサー制御が設定可能なため、細かいエリア単位で「周囲の明るさ」や「人の動き」を検

知して自動的にあかりを制御することができます。 

● 人感センサーの制御内容（以下図参照） 

出典：東芝ライテック株式会社 施設・屋外照明カタログ 2013～2014 

居室の踏込み灯（電球型 LED（消費電力 8W））1 灯を、人感センサ

ー付き電球型 LED（消費電力 8W、約 1,200 円/灯）に更新した場合

の事例。 

→年間 250 円削減（投資回収 4.8 年） 

●削減金額（1 日あたりの点灯時間、人感センサーによる点灯時間の削減率は、診断施

設の C 施設聞き取り調査による） 

8W/灯÷1,000（kW 換算）×5,475 時間（年間点灯時間 15 時間×365 日と仮

定）×19 円/kWh（電力の平均単価）×30%（点灯時間削減率）＝250 円/年 

投資回収 1,200 円÷250 円/年＝4.8 年 

￥ 

 コラム７：人感センサーの仕組み 

人感センサーとは、人に反応して機器を動かすためのセンサーの総称で、身近なところでは自動ドアや照明、水栓などに使用さ

れています。主に赤外線センサーを使っており、人を感知した時だけ機器が動く仕組みになっています。 

赤外線センサーは、普段から光の一部波長領域である赤外線を感知し、人が通った時の赤外線の量の違いを感知して（温

度の違いを感知して）照明などに電気信号を送り、スイッチが入る仕組みになっています。 

人感センサーに使われる赤外線センサーは赤外線を出しているわけではなく、赤外線の変化を感知する仕組みになっているため

人体に影響はありません。 

人感センサーには他にも色々な種類があります。他には光センサーや音センサーなどがあり、自動で流れるトイレやタッチで開く自

動ドアも人感センサーの種類の一部です。 
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ろ過機配管温度 41℃ 貯湯槽配管温度 49.5℃ 

運用改善対策事例（費用が掛からない対策） 
  

給湯設備の省エネ対策  

① 給湯ラインの適正管理 

● ヒートポンプ給湯器等では、出湯温度が高いとタンクや配管からの放熱が増えます。低く抑える方が省エネにつ

ながります。ガス給湯器では、吸気口のフィルターを定期的に掃除します。塵埃が詰まると不完全燃焼を起こし

て燃料の無駄となり、危険性も伴います。 

● 給湯器からの配管等は通常保温されていますが、保温材等の破損や一部露出があると放熱など効率が悪くな

るので、点検して破損や露出があれば補修管理します。 

● 下の写真は、省エネ診断した介護施設の温水配管を赤外線カメラで撮影した温度分布写真です。明るいほど

高温部を示しています。高温部は保温されていない露出部となっており、放熱していることが分かります。 

 

 

 

 

② ボイラ空気比の適正化 

● ボイラに必要以上に空気を供給すると、無駄な空気が暖められて放出

されるので、空気比を最適にして燃焼させ、燃料の無駄を省きます。 

● 通常使用している小型貫流液体燃料ボイラの基準空気比は 1.3～

1.45 となっています（省エネ法の「工場等におけるエネルギーの使用の

合理化に関する事業者の判断の基準」）。 

● 右図で、基準空気比 1.3 のボイラで、実際運用の空気比を測定した

結果 1.8 となっていた場合、熱損失率は基準より約 3％高くなっている

ので、空気比を下げることが、燃料削減につながります。 

● 通常、管理は設備業者が行っていますが、その際に必ず空気比の測

定を行い、燃焼調整することをお勧めします（空気比については、P17 

「空調設備の省エネ対策 ⑥ 集中式空調方式の対策」参照）。 
出典：「省エネルギーハンドブック」 

省エネルギーセンター 

《 排ガス温度による空気比と熱損失の関係 》 

 

ボイラ（年間 40kL の灯油を使用）の排ガス測定の結果、空気比を 1.8 か

ら 1.3 に燃焼調整（約 3％の改善）した場合の事例。 

→年間 84,000 円削減 

●削減金額 

40kL/年（年間灯油使用量）×1,000（L 換算）×70 円/L（灯油の燃

料単価）×3%（改善率）＝84,000 円/年 

￥ 
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運用改善対策事例（費用が掛からない対策） 
  

浴槽設備の省エネ対策  

① ろ過機の運転管理 

● 厚労省の「公衆浴場における衛生等管理要領」では、「１時間当たり浴槽の容量以上のろ過能力を有する」

こととなっています。 

 

 

 

 

 

 

● ピーク変動に対応するためには、ろ過能力は１時間当たり浴槽容量の２倍以上が望ましい（メーカ推奨）とさ

れており、ほぼこの基準が各介護施設で適用されています。 

● 入浴時は常時適量オーバーフローさせ、浴槽清掃は最低週１回と義務付けられています。 

● このような基準に基づいた場合、下表のような運転管理の方法が想定されます（いずれも日曜日以外は入浴

サービスがあり、ろ過機運転時は、熱交換器により浴槽水を加温することを想定しています）。 

 ろ 過 機 の 運 転 運転時間/週 

１ 
・週１回の清掃時間（平日の入浴完了後）のみ、ろ過機の運転を停止する。 

・入浴のない日曜も運転する。 
165 時間 

２ 

・土曜日の入浴完了後に清掃を行う。 

・土曜日の清掃開始から、月曜日の早朝５時頃の加熱開始までろ過機の運転を停止する。 

・平日は終日運転する。 

131 時間 

３ 

・土曜日の入浴完了後に清掃を行う。 

・土曜日の清掃開始から、月曜日の早朝までろ過機の運転を停止する。 

・平日は入浴完了後１～２時間ろ過機を運転し、その後は停止する。 

・月曜日は水から沸かすので早朝５時ごろからろ過機を運転する。 

・火曜日以降は冷めた分を加熱するので入浴開始２時間前から運転する。 

71 時間 

● ろ過機の能力が上記基準のとおりであり、入浴中のオーバーフローが適切に行われていれば、上表の３の運転

方法が可能です。 

出典：「公衆浴場・旅館業施設等におけるレジオネラ症発生防止対策リーフレット」大津市

週 1 回の清掃時の運転停止（上表１）を、土曜の入浴後から月曜の早朝ま

で停止（上表２）した場合、さらに平日も毎日停止（上表３）した場合の事

例（ろ過機のポンプ容量 2.2kW、熱交換器のポンプ容量 1.5kW）。 

→１を２に変更：年間 124,298 円削減 

→１を３に変更：年間 343,634 円削減 

●試算条件：年間の電気使用量（52 週稼働） 

１の場合、（2.2kW＋1.5kW）×165 時間/週×52 週＝31,746kWh/年 

２の場合、（2.2kW＋1.5kW）×131 時間/週×52 週＝25,204 kWh/年 

３の場合、（2.2kW＋1.5kW）×71 時間/週×52 週＝13,660 kWh/年 

●削減金額（1⇒2） 

（31,746 kWhー25,204kWh）×19 円/ kWh（電力平均単価）＝124,298 円/年 

●削減金額（1⇒3） 

（31,746kWhー13,660kWh ）×19 円/ kWh（電力平均単価） ＝343,634 円/年 

￥ 
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② 浴槽の保温シートによる放熱防止 

● 使用時以外に、浴槽を保温シートで覆い、浴槽水の温度低下を抑制して省エネにつなげます。 

● 下図は、冬季における保温シートあり、なしの湯温の変化を測定したものです。シートの保温効果は約 4℃です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浴槽保温シートの設置例 

③ 節水コマ、節水シャワーの採用 

● 介護施設においては、水の使用量が多いことが特徴です。水はほとんど温水として使用されているので、エネルギ

ー使用量も多くなります。 

● 節水の方法として、まずは照明等と同じくこまめに止めることが大切ですが、節水コマや節水シャワーを利用して水

量削減につなげます。 

保温シートなし 

1/30夕～1/31朝 

保温シートあり 

2/6 夕～2/7朝 

約４℃ 

出典：TOTO㈱ HP 出典：東京都水道局サイト 

手元栓による止水 
体感水量を

増やす 

出典：独立行政法人 医療福祉機構サイト 

浴槽の大きさを 7 ㎥、エコキュート使用の場合、保温シート（約 10,000 円）

使用により冬季で 4℃（県内施設での保温効果計測結果）、中間期で 3℃、

夏季で 2℃の保温効果（いずれも夜間 12 時間分）が得られた場合の事例。 

→年間 50,263 円削減（投資回収 0.20 年） 

●試算条件：保温シート使用日数（冬季 3.5 カ月：75 日、中間期 5 カ月：110 日、 

夏季 3.5 カ月：75 日、いずれも土曜、日曜除く） 

冬季：4℃×7,000L×75 日÷860kcaL/kWh（電気換算係数）＝2,442 kWh 

中間期：3℃×7,000L ×110 日÷860kcaL/kWh（電気換算係数）＝2,686 kWh 

夏季：2℃×7,000L×75 日÷860kcaL/kWh（電気換算係数）＝1,221 kWh 

年間：2,442 kWh＋2,686 kWh＋1,221 kWh＝6,349 kWh 

●削減金額： 

6,349kWh÷3.0（エコキュート COP）÷80％（エコキュートシステム効率） 

×19 円/kWh（電力平均単価）＝50,263 円/年 

投資回収 10,000 円÷50,263 円/年＝0.20 年 

￥ 

節水コマ 
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厨房の省エネ対策  

運用改善対策事例（費用が掛からない対策） 

① 空調や排気ファンの切り忘れ防止、最終チェック表の活用 

● スイッチ近傍に節電や切り忘れ防止のラベル表示を行います。 

● 調理作業を行わない不要時にはこまめにスイッチを切ります。 

● 最終退出チェック表等を活用し、切り忘れ等を防止します。 

② 冷凍冷蔵庫の適正使用 

● 冷凍冷蔵庫は常に通電しているため、年間の消費電力が大きく、日常の使い

方で省エネ効果が大きく変わってきます。 

● 冷凍冷蔵庫の庫内温度を控えめに設定すると冷凍冷蔵庫の消費電力量は少

なくなります。 

● 扉のムダな開閉を防ぐことで冷気もれを少なくできます。冷蔵庫の扉を１日 100

回開閉する場合、50 回開閉する場合と比べて約 15％も電力消費量が増加

するという調査結果があります［一般飲食店における省エネルギー実施要領

（農林水産省）より］。 

● 冷蔵庫内に食品を詰め込みすぎると、冷気の対流が悪くなり、冷却能力低下に

つながります。一般的には「最大容量の７割以内」が目安とされています。また、

冷気の吹き出し口を塞がないよう心がけます。 

● 冷凍庫では「食品が詰まっていた方がよい」と言われていますが、常温食品を一気に詰め込んでしまうと、庫内の

温度があがって逆効果になります。 

● タッパーなどの容器に入っていれば、直接外気に触れることがなく、食品自体の急激な温度上昇を防げます。 

● 暖かい食品を庫内にいれると、庫内温度が上がります。冷ましてから入れるように心がけます。 

● 開閉時の冷気もれを防ぐには、カーテンを取り付けることも有効です。 

● ドアパッキンが古くなると密着度が悪くなり、庫内の冷気がもれ、無駄が多くなります。パッキンが１㎝欠損してい

ると、冷蔵庫では約 17％、冷凍庫では約 27％余計に電力を消費するという調査結果があります［一般飲食

店における省エネルギー実施要領（農林水産省）より］。 

《 退出時チェックステッカー例 》 

出典：楽天市場「CHOCOPRI」商品情報サイト 

《 スイッチへのラベル表示例 》 

節 電 
冷房 28℃ 暖房 20℃ 

節電 
退出 OFF 

節電 
常時 ON 

空調設定温度 休憩室、倉庫など 非常灯など 

節電 
夕方 ON 

外灯、駐車場など 

節電 
準備 ON 

節電 
清掃後 OFF 

厨房、排気ファンなど 

節電 
昼間 OFF 
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③ 調理設備の適正使用 

≪ガス調理器具≫・・・下記調査結果は「一般飲食店における省エネルギー実施要領（農林水産省）より］ 

● 火力の適切な調整が省エネルギーにつながります。 過大な炎による加熱を避け

る、お湯が沸騰した後の火勢を調整することなどが大切です。炎の鍋底からのは

み出しによって熱効率が 10％ダウンするという調査結果があります。 

● 鍋類は水滴をふき取ってから火にかけます。熱効率が 2％アップするという調査

結果があります。 

● 鍋に蓋をすると、しない場合と比較して温度の上がり方が 20％違うという調査結果があります。 

≪電磁調理器（ＩＨヒーター）≫ 

● 使用していない時も、操作パネルの表示やランプ等に電力を消費しています。使

用しない時は、主電源を切ります。 

● 鍋底に食材や水滴がついたまま加熱をすると、エネルギーを余分に使うため、熱

効率が下がります。加熱前には鍋をチェックし、食材や水滴を拭き取るように心

がけます。 

● 茹でる野菜の種類が複数で、量が多い場合は、後述するスチームコンベクションオーブンを活用した方が、使用

するエネルギーが少なく、お湯を沸かす時間も不要になります。これまで鍋で調理していたメニューも、スチームコ

ンベクションオーブンで調理した方が効率的なものがあります。 

≪スチームコンベクションオーブン≫ 

● 庫内の熱を逃がさないために、扉の開閉回数や開閉時間を減らします。 

● 予熱機能を使用せず空運転で予熱を行なう場合、無駄な時間とエネルギーを

消費します。予熱機能を活用し、空運転を少なくします。 

● 調理時間とエネルギーの無駄を無くすには、調理温度の低いものから順に調理

を行ないます。庫内の温度を下げる必要がなくなり、熱を有効利用することが可

能です。 

● スチームコンベクションオーブンは、同じ温度帯で複数のメニューを調理することができます。例えば、同じ庫内で

「煮物」や「炊飯」、あるいは「炒め物」「焼き物」など複数の調理を同時に行うことができます。 

≪フライヤー（揚げ物調理器）≫ 

● フライヤーが、何分で調理したい温度に達するかを確認しておくと、調理開始の

タイミングに合わせて機器を稼働させることができます。無駄な予熱を防ぐことが

でき、省エネにつながります。 

● アイドルタイムなどで使わないときは、蓋をすると油温の低下を防ぐことができま

す。安全面を考慮し、主電源をＯＦＦにしてから蓋をします。 

● 最近ではスチームコンベクションオーブンで揚げ物の調理を行なう施設が増えてき

ています。この調理器を使用することで、揚げ時間の短縮や油の購入コストの大

幅削減につながります。 

(参考資料：「厨房機器の省エネ術」中国電化厨房研究会)  
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コラム８：ガス厨房と電気厨房 

介護施設の厨房の調理設備は、アンケート調査の結果では、右図のよ

うに、現状では、ガス調理設備を多くの施設が使用していますが、オール電

化設備を導入している施設も増えつつあります。 

 

≪ガス厨房の特徴≫ 

■ ガス厨房は強力な火力が魅力で多くの熟練の調理者にとって使いなれた厨

房と言えます。 

■ 燃焼排ガスや排熱を除去するため、換気設備の設置が法的に義務付けら

れています。省エネルギー上はこの排気と給気のバランスが重要です。厨房

の臭いが施設内に流れることを避けるため一般に排気を多くしますが、それ

が過剰になると施設内の空調空気を誘引することになり外気負荷が増大し

ます。また、厨房室内の空調エネルギーも多く要します。 

 

≪電気厨房の特徴≫ 

■ 電気厨房は燃焼を伴わないので排熱や輻射熱が少なく働く人の作業環境

が快適にできます。また、温度や時間の調整をマニュアル化・自動化できるこ

とから熟練者でなくとも品質を維持することが可能となります。 

■ 燃焼を伴わないとはいえ調理することで水蒸気や油煙の発生はあり、それら

の除去のため適度な換気は必要です。 

■ 電気給湯設備は、ヒータ加熱方式による「電気温水器」とヒートポンプ方式

の「エコキュート」があります。エコキュートは電気代が安く省エネルギーにつな

がりますが、室外機が必要なので電気温水器よりも多くの設置スペースが必

要です。 

 

 

④ 食器洗い乾燥機等の適正使用 

● 手洗いの場合、給湯器の湯温が高すぎないかチェックします。普通の油汚れは

40℃で十分洗浄可能です。 

● 給水、給湯量低減のため食べ残し等を取り除いてから洗浄します。 

● 食器洗い乾燥機は、電気料金がかかりますが、水道料金とトータルで考える

と、適正に使用することにより、大きな省エネになると言われています。 

● 食器洗い乾燥機を使用する場合は、無駄な稼働をしないよう「まとめ洗い」を

します。 

● 食器洗い乾燥機は食器を洗う時よりも乾燥する時により電気代が掛かります。乾燥時間は適正な時間に設

定します。 

● 給湯接続されているタイプの食器洗い乾燥機は、高めの温度の湯を庫内に入れることができ、洗浄・すすぎ用

のお湯を沸かす際のコストが抑えられます。ただし、給湯温度が高すぎないよう注意します。 

資料：2018 年度県内介護施設 

アンケート調査結果より 

(参考資料：「厨房機器の省エネ術」中国電化厨房研究会)  

《 県内介護施設の調理方式 》 
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  ⑤ エコキュート、エコジョーズの採用 

● 厨房で使用するお湯を沸かす方式として、一般的に電気方式とガス方式があります。それぞれ効率を向上さ

せた新しい方式が導入されはじめており、電気式では「エコキュート」、ガス式では「エコジョーズ」という機器で

す。 

● エコキュート：正式名称は「自然冷媒ヒートポンプ給湯機」です。電気

を加熱装置（ヒーター）として使うのではなく、熱（ヒート）をくみ上げ

る（ポンプ）装置の動力として使い、お湯を沸かします。 投入する電

気量を１としたとき、 電気ヒータで得られる熱量は最大１であるのに対

してヒートポンプ式のエコキュートは 3.0（COP）以上の熱を得ることが

できます。エコキュートは貯湯タンクユニットとヒートポンプユニットで構成さ

れ、それら機器の設置スペースが必要です（ヒートポンプは P5 「コラム

1」、COP は P19 の「コラム 5」参照）。 

● エコジョーズ：潜熱回収型給湯器です。従来捨てていた排気ガスの熱を二次熱交換器で回収し、熱効率を

大幅に高めています。従来品が 80％の熱効率に対して約 15％熱回収し、95％の効率といわれています。ガ

ス給湯器は必要な時にその都度お湯を沸かす瞬間式のため、お湯を溜めておく必要がなく機器の大きさはコン

パクトです。 

投資改善対策事例（高効率設備の更新・変更など費用が掛かる対策） 

その他の省エネ対策  

投資改善対策事例（高効率設備の更新・変更など費用が掛かる対策） 

① デマンド監視装置、デマンドコントローラーの設置 

● デマンド監視装置・デマンドコントローラーは、常に使用電力状況を監視し、あらかじめ設定したデマンド値を超

えそうになると PC や携帯端末に警報通知を送信します。通知を受け取って、管理者等が空調の温度調整や

照明の調整などを行うことでデマンド値を制御するものをデマンド監視、自動で主に空調温度調整などの制御

を行うものをデマンドコントローラーといいます。 

 

出典：関西電力株式会社 HP デマンド監視装置の接続イメージ図
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専門機関に相談して「知る」 
 

 STEP 3 

② 一般社団法人 ふくいエネルギーマネジメント協会 

  

① 一般社団法人 省エネルギーセンター 

https://www.eccj.or.jp/   TEL 03-5439-9710（代表） 

http://fema.jp/      TEL 0776-50-2808（代表） 

省エネ実践の支援団体（経済産業省事業機関） 

 経済産業省が実施している省エネの各種相談窓口は下記サイトに掲載されています。 

  省エネルギー相談地域プラットフォーム一覧   https://www.shoene-portal.jp/about_pf/ 

省エネルギーセンターの活動内容 

 「徹底した省エネ」に向けた活動の支援 

●無料省エネ・節電診断 

●省エネ診断に関する成果普及 

●省エネ相談地域プラットフォームの育成強化 

●工場等の省エネ調査・分析 

●省エネ技術評価 

 省エネ・ソリュ―ジョンの提供 

●工場の省エネコンサルティング 

●ビル等業務用施設の省エネコンサルティング 

●省エネ支援ツールの開発・活用 

●省エネ推進活動グッズ 

●省エネビジネス展開支援など 

 省エネ情報の提供  その他 

●省エネ大賞 

●ENEX 地球環境とエネルギーの調和展 

●WEB、出版物による情報提供 

●省エネ推進活動グッズ 

●省エネ人材の育成 

（育成講座、省エネ資格の認定） 

●省エネ支援を通じた国際貢献 

●国家試験・研修・講習の実施 

（省エネルギーセンター ホームページより） 

ふくいエネルギーマネジメント協会の活動内容 

各種セミナーの実施 

（福井県内中小企業対象） 

省エネに関する各種補助金制度や事例の紹

介や経営などに関する情報提供 

 省エネ診断・改善支援 

（福井県内中小企業対象） 

専門員による無料省エネ診断や運用改善指

導など 

 省エネ設備更新補助金活用 

（福井県内の中小企業対象） 

省エネ設備更新時の補助金制度における相談

や実施支援など 

（ふくいエネルギーマネジメント協会 ホームページより） 

 ●  我が国の省エネルギーを促進していく専門機関として、省エネの技術や知識の普及を行い、日本の産業や

 国民の生活の向上をコンセプトに、経済産業省の「無料省エネ診断等事業及び診断結果等情報提供事

 業」の実施機関として活動しています。 

 ●  中小企業等の省エネ取組みを支援するため、資源エネルギー庁の「省エネルギー相談地域プラットフォーム

 構築事業」で採択された省エネ支援事業者が、全国で活動しています。福井県のプラットフォーム事業者

 として「一般社団法人 ふくいエネルギーマネジメント協会」が採択され活動しています。 
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まずは簡単にできることから実践します。節電や空調温度の調整など簡単で費

用が掛からない運用改善対策から始めましょう。また、これらの対策は、目標を立

てて計画的に継続して進めること、会社ぐるみの取組みにすることが大切です！ 

● 施設の中でエネルギー使用量の多い項目に着目し、できる所から実践

します。 

● ロスやムダを見つけて、本書の「対策事例」を参考にして、費用がほとん

ど掛からない運用改善対策を進めます。 

● 具体的な例として、 

・ムダな所はヤメル（必要以上の照度、人がいない通路の空調など） 

・ムダな時はトメル（昼休みの消灯など） 

・ムダな量はサゲル（空調の設定温度など） 

・ロスをナオス（蒸気漏れの修理など） 

・ロスをヒロウ（排熱の利用、浴槽の保温、繰り返し使用など） 

● 施設長のリーダーシップのもと、取組み体制を整え、実践の輪を職員全

員に広げます。 

● エネルギー管理の責任者を任命する、担当部署ごとに責任者を置くな

ど、役割分担を決め、責任を明らかにすることが大切です。 

まずは、運用改善対策から実践 
 

 STEP 1 

実践しながら、体制を整える 
 

 STEP 2 

● 施設全体のエネルギー使用量を把握します。施設におけるエネルギー使

用の特徴と削減余地を探るためにはかかせません。その中での削減余地

に気付いたら、みんなで話し合い、無駄のない職場作りを進めます。 

● エネルギー使用量の記録は、グラフ等で「見える化」し、職員全員に周

知して、対策を考える材料にします。 

● エネルギー削減によるコスト削減効果を算出し、メリットを明確にして、職

員と共有することで、職員のコスト意識が向上します。 

（P15 の「エネルギーコストの見える化」参照） 

エネルギー使用の「見える化」を進める 
 STEP 3 
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● 効果的かつ継続的に省エネルギーを推進していくためには、PDCA サイクル

(P:目標・計画を立てる、D:実行する、C:結果を評価、A:改善する)を全

員参加で実施していくことが大切です。 

目標値を決め、全職員が共通意識を 

持って進める 
 

 STEP 4 

● 職員が共通の認識を持ち意識改革につながるよう、施設内共通の目標値

を設定します。 

● 目標値は始めからあまり高い目標を立てず、長期間実施できる目標を設

定します。毎月の目標を掲げ、朝礼などで意識を喚起しましょう。 

● 目標値は、エネルギー原単位を使用します。単位数量当たりに必要なエネ

ルギー量のことをいい、エネルギーに関する効率を表す指標になります。 

目標例：「エネルギー消費原単位を○○ジュール/人（入所者）」 

（P15 の「エネルギー原単位による管理方法」参照） 

PDCA でレベルアップ 
 

STEP 5  STEP ５ 

《 省エネルギー推進フロー例 》 
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 介護施設のエネルギーの現状、課題について知りたい → 県内介護施設の実態・取組み事例 P3～10 

 エネルギーコストを把握していない → エネルギーコストの知識 P13 

 電気料金の仕組みがわからない → 電気料金の仕組み P13～14 

 エネルギーコストの分析、管理の仕方がわからない 
→ エネルギーコストの見える化 

→ エネルギー原単位による管理方法 
P15 

 省エネをどのように進めたらいいかわからない → スモールスタートで実践 P33～34 

範 囲 内   容 ページ チェック☑ 

 空 調 

① 空調温度の緩和、中間期の外気利用 

P16 

□ 

② 室内機のフィルター、室外機のフィンの清掃 □ 

③ 室外機の日射防止 □ 

④ 夏場の日射遮蔽 

P17 

□ 

⑤ 換気装置の管理による外気導入の削減 □ 

⑥ 集中式空調方式の対策 □ 

 照 明 
① 適正照度の設定 

P22 
□ 

② 点灯・消灯時間の管理 □ 

 給 湯 
① 給湯ラインの適正管理 

P25 
□ 

② ボイラ空気比の適正化 □ 

 浴 槽 

① ろ過機の運転管理 P26 □ 

② 浴槽の保温シートによる放熱防止 
P27 

□ 

③ 節水コマ、節水シャワーの採用 □ 

 厨 房 

① 空調や排気ファンの切り忘れ防止、最終チェック表の活用 
P28 

□ 

② 冷凍冷蔵庫の適正使用 □ 

③ 調理設備の適正使用 P29 □ 

④ 食器洗い乾燥機等の適正使用 P30 □ 

実践１ 省エネの準備をしましょう 

実践２ 運用改善面の省エネ対策を検討しましょう 
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範 囲 内   容 ページ チェック☑ 

空 調 

⑦ 室外機への散水装置の設置 
P20 

□ 

⑧ ブラインドや遮熱フィルム等による夏場の日射遮蔽 □ 

⑨ 冷温水ポンプのインバータ化 
P21 

□ 

⑩ 電気ヒートポンプエアコンを居室やゾーンごとに設置する方式 □ 

照 明 
③ 高効率照明器具（LED）の採用 P23 □ 

④ 人感センサーによる点灯制御 P24 □ 

厨 房 ⑤ エコキュート、エコジョーズの採用 
P31 

□ 

その他 ① デマンド監視装置、デマンドコントローラーの設置 □ 

実践３ 投資改善面の省エネ対策を検討しましょう 

コラム９：SDGs 事情 SDGs とは：サスティナブル デベロップメント ゴール ズ 

持続可能な開発目標（SDGs）とは、2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可開発のための 2030 アジェンダ」

にて記載された 2016 年から 2030 年までの国際目標です。持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲッ

トから構成され、地球上の誰一人として取り残さないことを誓っている。SDGs は発展途上国のみならず、先進国自身が取り組

むユニバーサル（普遍的）なものであり、日本としても積極的に取り組んでいます。 

 
★ゴールの一例
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   電力料金単価 
（電力料金/使用量） 

使用している設備 

電力 使用量 kWh   

電力料金※ 円 円/ kWh 

   燃料単価 
（購入費/使用量） 

使用している設備 

灯油 使用量 ℓ 

円/ℓ 

 

購入費 円 

重油 使用量 ℓ 

円/ℓ 

 

購入費 円 

都市ガス 使用量 ㎥ 

円/㎥ 

 

購入費 円 

ＬＰガス 使用量 kg 

円/kg 

 

購入費 円 

水道 使用量 ㎥ 

円/㎥ 

 

使用料金 円 

決算期 
サービス活動収益

（A） 

サービス活動増減差額 

（サービス活動収益―サービス活動費用） 

（B） 

活動増減差額率 

（B/A） 
光熱水費 

① ② 

期 円 円  円 

   光熱水費削減分 ②´＝②×0.1 

  省エネにより 10％削減したと仮定 円 

   省エネによる ②´÷① 

   収益アップ効果 円 

記入例 
 
 
 
 
 
 

1 年間の現状を把握しましょう。 

・使用しているエネルギーの種類と単価を調べてみましょう。 

・次ページの実践５において、昨年度のエネルギー使用量と購入費を入力すると、そのまま下の各欄

（赤破線で囲まれた欄）を活用することができます。 

シミュレーションしてみましょう。 

   ・省エネの目標を仮に設定し、省エネによる効果を確認してみましょう。 

実践４ 現状を把握しましょう 

・省エネにより光熱水費を 10％削減するだけで、約 13％（20,000 千円/150,000 千円）の収益アップ効果が得られます。 

※電力料金については、本手引き P13～14 で解説しています。 

https://ord.yahoo.co.jp/o/image/RV=1/RE=1577498968/RH=b3JkLnlhaG9vLmNvLmpw/RB=/RU=aHR0cHM6Ly9zb3phaS5jbWFuLmpwL2ljb24vbWFyay9yZXRlbi8-/RS=%5EADBR5rxZov3XclK7jNLRDCGU0Iws9M-;_ylt=A2Riol3YZwVeXlsANUKU3uV7
https://ord.yahoo.co.jp/o/image/RV=1/RE=1577498968/RH=b3JkLnlhaG9vLmNvLmpw/RB=/RU=aHR0cHM6Ly9zb3phaS5jbWFuLmpwL2ljb24vbWFyay9yZXRlbi8-/RS=%5EADBR5rxZov3XclK7jNLRDCGU0Iws9M-;_ylt=A2Riol3YZwVeXlsANUKU3uV7
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2018 年度
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

エネルギー原単位（熱量）と月間延べ人員数の推移

月間トータル延べ人数 (人) 原単位 (熱量) GJ/延べ人数

2017 年度
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2,800
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0.100

0.150

0.200

0.250

0.300

0.350

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

エネルギー原単位（熱量）と月間延べ人員数の推移

月間トータル延べ人数 (人) 原単位 (熱量) GJ/延べ人数

実践５ エネルギー使用管理ツールを使ってみましょう 

⚫ 本書を施設の皆様がより効果的に活用していただくために、月、年別の使用量、費用を管理できるエ

クセルシート（下記ツール）を作成しました。 

⚫ このシートは、費用の管理と合わせてエネルギー使用量の管理を行うもので、エネルギー原単位による

管理につながるものです。また、計測機器を設置して用途別やゾーン別にエネルギー使用量の内訳を

把握することで、より具体的な対策検討を行うことができます。 

⚫  管理支援ツールは、以下の福井県環境政策課の HP からダウンロードすることができます。 

http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kankyou/ 

 

≪現状把握や効果検証、省エネ活動の目標管理のための見える化ツール≫ 

① 月単位に施設ごとの電力、燃料等のエネルギーの使用量と費用を入力、記録します。 

② 自動でエネルギー使用量の原単位を算出し、その変動・推移の変化が分かるグラフが作成されます

（見える化）。 

③ グラフを活用して、施設内の広報や朝礼等で周知し、職員の省エネ啓発につなげましょう。 

④ 具体的な対策検討が行えるよう、月間および年間の削減目標や 5 年間の長期削減目標を設定する

など、意欲的に省エネ活動を実践していきましょう。 

 

《 エネルギー使用管理ツールのイメージ 》 

見える化ポイント：2018 年7月に施設の照明をLED化しました。2017

年度と比較し、8 月以降毎月のエネルギー原単位が 10％前後減少して

おり、省エネにつながっています。 

見える化ポイント：年間では、夏季の空調（冷房）、冬季の空調

（暖房）および給湯によるエネルギーの使用量が多くなっています。この

期間のよりきめ細かな運用改善対策（ＯＮ・ＯＦＦ管理、適正温度

の管理等）が望まれます。 

←入力欄です。年度および使用しているエネルギー、水道、入所人数等のセルに毎月の合計量を入力してください。

　入所人数、通所人数は日利用者数の月間合計値を入力してください。

年度 月間トータル 原単位 原単位 

使用量 費用 使用量 費用 使用量 費用 使用量1 使用量2 費用 使用量 費用 使用量 費用 総熱量 総費用 使用量 費用 延べ人数 (熱量) (光熱水費)

ｋWh 円 ｋL 円 ｋL 円 ㎥ ｔ 円 ㎥ 円 ｔ 円 GJ 円 ㎥ 円 円 人 人 (人) GJ/延べ人数 円/延べ人数

４月 49,620 951,126 125 50,000 498 1,001,126 880 281,556 1,282,682 2,280 925 2,650 0.188 484.03

５月 47,706 942,169 115.6 46,240 478 988,409 942 301,643 1,290,052 2,350 954 2,732 0.175 472.27

６月 48,978 974,157 123.7 49,480 492 1,023,637 941 301,319 1,324,956 2,270 920 2,638 0.186 502.26

７月 60,443 1,248,289 110.7 44,280 602 1,292,569 961 308,123 1,600,692 2,330 956 2,712 0.222 590.14

８月 60,300 1,262,143 111.6 44,640 601 1,306,783 961 307,799 1,614,582 2,300 945 2,678 0.224 602.91

９月 44,534 1,030,160 114.9 45,960 447 1,076,120 910 291,276 1,367,396 2,280 930 2,652 0.169 515.61

１０月 44,200 927,580 110.3 44,120 444 971,700 910 291,276 1,262,976 2,356 950 2,736 0.162 461.61

１１月 48,460 1,039,964 128.3 51,320 487 1,091,284 917 293,543 1,384,827 2,280 925 2,650 0.184 522.58

１２月 63,718 1,233,308 115 46,000 635 1,279,308 917 293,543 1,572,851 2,350 945 2,728 0.233 576.56

１月 74,172 1,253,727 126 50,400 738 1,304,127 917 293,543 1,597,670 2,350 940 2,726 0.271 586.09

２月 70,776 1,182,701 142 56,800 707 1,239,501 917 293,543 1,533,044 2,080 860 2,424 0.291 632.44

３月 58,084 1,089,626 92.4 36,960 577 1,126,586 880 281,556 1,408,142 2,356 950 2,736 0.211 514.67

年計 670,991 13,134,950 0 0 0 0 1,416 0 566,200 0 0 0 0 6,706 13,701,150 11,053 3,538,720 17,239,870 27,582 11,200 32,062 0.21 537.70

通所者使用係数（入所者1に対する通所者のエネルギー使用割合）を右欄
に入力してください（施設により差がありますが、通常0.3～0.5の数字）。

0.4

電気 A重油 灯油 LPG(プロパンガス) 都市ガス LNG エネルギー 水道 光熱水
総費用

入所人数 通所人数

2018
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